
令和２年度　男女共同参画施策の概要

基本方針Ⅰ　あらゆる分野で女性が活躍できる社会づくり

主要課題１　女性の職業生活における活躍を推進するための支援【推進計画】

（１）多様な就業ニーズを踏まえた雇用環境等の整備促進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

働き輝く！とくしまづ
くり応援事業

労働雇用戦略
課

766

「働くパパママ」就業
促進事業

労働雇用戦略
課

443

次世代育成支援のため
の職場環境整備事業

労働雇用戦略
課

4,742

（２）女性のキャリアアップや復職・再就職に対する支援、リカレント教育

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

女性活躍ワンストップ
サービスセンター（仮
称）整備事業

男女参画・人
権課

106,968

ウーマンビジネスス
クール推進強化事業

産業人材育成
センター

700

民間を活用した委託訓
練事業

産業人材育成
センター

339,962

女性の「はたらく力」
ステップアップ事業

労働雇用戦略
課

1,000

管理職等を目指す女性を支援するため、県内大学と連携
し、実践的なビジネススキルや幅広い知識について、働き
ながら学べる「ウーマンビジネススクール」を開講する。

ときわプラザの更なる支援機能の充実を図るため、女性活
躍ワンストップサービスセンター（仮称）を整備する。

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランスの
実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会議」
及び「テレワーク活用ネットワーク会議」により、課題解
決に向けた支援を実施する。

女性が結婚・出産育児等にかかわらず、安心して働くこと
ができる環境を整備するとともに、男性の育児参加を促進
する。
①「はぐくみ支援企業」の認証・表彰

県内の圧倒的多数を占める中小企業における一般事業主行
動計画等の届け出を促進することにより、働きやすい職場
環境の整備を図る。

職業能力の開発を必要とする求職者に対し、介護福祉士
科、介護実務者研修科、介護初任者研修科、医療事務科、
ＩＴ技能科、テレオペレータ科、事務科、造園科、左官技
能科等の訓練を実施し、再就職の促進を図る。

・出産、育児等により離職せざるを得なかった女性の再就
職準備や就労支援を目的とし、スキルアップ等に向けた講
習会を開催することにより、企業等が求める人材像を養成
する。また、就職相談会も併せて開催し、離職した女性の
潜在力をダイレクトに再就職につなげる。
・ファミリー・サポート・センター事業の利用を促進す
る。

資料２
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（３）女性の起業･創業への支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

女性の創業ステップ
アップ支援事業 企業支援課 2,500

（４）女性の参画が少ない分野での活躍促進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

林業の担い手の育成及
び確保

スマート林業
課

48,000

漁業人材確保・育成事
業

水産振興課 630

女性が変える未来の
農山漁村づくり事業

経営推進課 1,900

新３Ｋ・建設産業「働
き方改革」推進事業

建設管理課 805

フレアキャンパス講座
（理系チャレンジ応援セミ
ナー）

男女参画・人
権課

(2,542)

あわスポーツ・医科学
強化プロジェクト

スポーツ振興
課

775

（５）女性の活躍状況の「見える化」の推進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

「働くパパママ」就業
促進事業（再掲）

労働雇用戦略
課

443

女性の起業に必要な知識が身に付く「女性起業塾」や地域
での「女性起業家サテライトセミナー」を開催するととも
に、個別課題解決のための専門家派遣を実施する。

女性が結婚・出産育児等にかかわらず、安心して働くこと
ができる環境を整備するとともに、男性の育児参加を促進
する。
①「はぐくみ支援企業」の認証・表彰

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

　現場の即戦力を育成する「とくしま林業アカデミー」で
の担い手の確保に努めるとともに、女性の参入を促すため
の働きやすい環境づくりや「林業体験イベント」の開催な
ど林業就業者の裾野を広げる取組を実施

　女性の資質向上や就業環境整備を図るため、農山漁村に
おける男女共同参画に関する普及啓発活動を行うととも
に、女性農業者の生産技術や経営のスキルアップに向けた
支援を行う。
　また、女性農業者の活躍をアピールするため、農業の魅
力や女性農業者の活動をアピールするとともに、女性が中
心となって地域活性化を図るモデル的な取組を支援する。

Ｒ２年度施策の概要

令和２年１２月に、ドイツ・ニーダーザクセン州のスポー
ツ連盟や県内外の女性スポーツリーダーを、講師やパネリ
ストとして招聘し、それぞれの立場で、一人一人の女性ス
ポーツリーダーの活性化のためにできることについて考
え、行動していくための「日独女性スポーツリーダーサ
ミット２０２０」を実施する。

建設産業の担い手の育成・確保を図るため、次世代の担い
手である学生や女性に対して、ドローン、ＶＲ等の最新技
術の紹介・体験等を行うとともに、建設産業の魅力発信の
ためのパンフレットを配付する。

　漁村女性の資質向上かつ女性リーダーの育成を図るた
め、各種団体等が実施する研修会等、自主的な活動を支援
する。

女性の進出が少ないとされている理系分野について，その
面白さや研究の魅力を体感してもらうため，女子小・中学
生を対象に企業・大学の研究室を訪問し，将来の進路決定
のヒントを見つけることができるセミナーを実施する。
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次世代育成支援のため
の職場環境整備事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

4,742

障がい者雇用継続より
そい支援事業

労働雇用戦略
課

7,990

男女共同参画推進団
体、個人等への表彰制
度

男女参画・人
権課

1,674

建設業者の格付けにお
ける女性職員の雇用に
取り組む企業評価の実
施

建設管理課 ―

県有庁舎等維持管理業
者の等級格付けにおい
て女性雇用に取り組む
企業を評価

管財課 ―

（６）職場におけるハラスメントの防止対策の推進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

労働者サポート事業
労働雇用戦略
課

823

「働くパパママ」就業
促進事業（再掲）

労働雇用戦略
課

443

次世代育成支援のため
の職場環境整備事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

4,742

人権問題に関する出前
講座

男女参画・人
権課

―

介護現場におけるハラ
スメント防止対策の推
進

長寿いきがい
課

―

男女共同参画社会づくりに対する県民の一層の理解と関心
を高め、男女共同参画社会の形成を促進するため、「男女
共同参画立県とくしまの実現」に向けて功績のあった個
人、団体等を表彰し、その功績を讃える。

障がい者の雇用促進や職場定着を進めるため、企業相談
コーディネーターが、企業が抱える課題に対し、解決のた
めのきめ細かな支援を実施する。

生活に身近な人権問題に関する講座を設けて講演等の啓発
を行う。

県内の圧倒的多数を占める中小企業における一般事業主行
動計画等の届け出を促進することにより、働きやすい職場
環境の整備を図る。

平成３０年度、「県有庁舎等の維持管理業務委託契約に係
る等級格付基準」を改正し、女性雇用に取り組む企業を評
価する仕組みを新たにを取り入れたことに伴い、令和２年
度に実施する業者登録の定期申請（３年毎）において評価
を実施する。

格付け実施において、女性職員の雇用・活用に積極的に取
り組む建設企業を評価する。

利用者や家族等による介護職員へのハラスメントに対応す
るため、介護事業所向けの対策マニュアルの周知を行う。

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及び
現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知識の
向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及びセミ
ナーを開催する。

女性が結婚・出産育児等にかかわらず、安心して働くこと
ができる環境を整備するとともに、男性の育児参加を促進
する。
①「はぐくみ支援企業」の認証・表彰

県内の圧倒的多数を占める中小企業における一般事業主行
動計画等の届け出を促進することにより、働きやすい職場
環境の整備を図る。

Ｒ２年度施策の概要
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主要課題２　仕事と生活の調和を図るために必要な環境の整備【推進計画】

（１）ワーク・ライフ・バランスの普及・促進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

子育てパパ・ママサ
ポート事業（うち
「子育てに優しい職
場づくり研修」）

次世代育成・
青少年課

676

柔軟な働き方「テレ
ワークするん
じょ！」事業

労働雇用戦略
課

22,000

次世代育成支援のた
めの職場環境整備事
業（再掲）

労働雇用戦略
課

4,742

県職員のワーク・ラ
イフ・バランスの推
進

人事課 ―

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

フレアキャンパス講
座（読書のアニマシ
オン講座・男性保護
者限定ダルクローズ
リトミック）

男女参画・人
権課

(2,542)

子育て応援推進費
（うち「とくしま子
育て大賞」）

次世代育成・
青少年課

545

「働くパパママ」就
業促進事業（再掲）

労働雇用戦略
課

443

家庭教育推進・強化
事業（うち 「父親
力」ルネサンス推進
講座）

総合教育セン
ター

200

徳島県介護実習・普
及センター運営事業

長寿いきがい
課

9,770

県内のテレワークの普及を促進するため、企業に対する導
入支援及び出前講座等を行うとともに、テレワーカーのス
キルアップ研修等を実施する。

県内で、夫婦を中心に周囲に頼りながら楽しみを感じつつ
育児を行う「チーム育児」や、子育て支援に取り組む「企
業・団体」、子育て支援活動に熱心な「シニア団体」を
「とくしま子育て大賞」として表彰し、その活動を広く紹
介することにより、社会全体で子育てを応援する機運の醸
成と環境づくりを推進する。

（２）男性の家事･育児･介護等への参画・実践の促進

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

家庭での基礎的な介護技術，自立支援のための介護を体系
的に学ぶことのできる「介護に関する基礎的な研修」を実
施

県職員のワーク・ライフ・バランスの推進を図るため、
「とくしま・働き方改革（スリーボス）宣言！！」を行
い、管理職員の意識改、超過勤務の縮減のためのマネジメ
ント力の向上を図る。

男性保護者による、絵本の読み聞かせ講座や男性保護者限
定のダルクローズ・リトミックを実施する予定である。

県内の圧倒的多数を占める中小企業における一般事業主行
動計画等の届け出を促進することにより、働きやすい職場
環境の整備を図る。

女性が結婚・出産育児等にかかわらず、安心して働くこと
ができる環境を整備するとともに、男性の育児参加を促進
する。
①「はぐくみ支援企業」の認証・表彰

父親の家庭教育・地域教育への参画を推進するため、講座
を開講し、男女共同参画、ワークライフバランス意識を持
ち、地域教育の充実や企画に取り組もうとする父親を支援
する。

企業・団体向けの研修会の開催、アドバイザーの派遣等を
行うことにより、子育てしやすい職場づくりを推進する。
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（３）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援策の充実

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

地域の子育て力アッ
プ事業

次世代育成・
青少年課

117

多様な子育て支援推
進交付金事業（うち
「利用者支援事
業」）

次世代育成・
青少年課

34,226

認定こども園整備事
業費補助金

次世代育成・
青少年課

207,029

放課後子ども総合プ
ラン推進事業

次世代育成・
青少年課

60,379

ネウボラ推進応援事
業

健康づくり課 2,496

「徳島県幼児教育振
興アクションプラン
Ⅲ」推進事業

学校教育課 (4,451)

地域と学校の連携・
協働強化事業（うち
放課後子供教室推進
事業）

生涯学習課 38,632

徳島県奨学金貸付事
業

グローバル・
文化教育課

126,228

奨学のための給付金
事業

グローバル・
文化教育課

278,966

高等学校等就学支援
金

グローバル・
文化教育課

1,693,290

阿波っ子すくすくは
ぐくみ資金貸付金

労働雇用戦略
課

650,000

ファミリー・サポー
ト・センター機能強
化事業

労働雇用戦略
課

2,000

教育と保育の一体的提供、待機児童の解消及び幼児教育の
環境改善等を図るため、認定こども園の施設整備に要する
経費を市町村が補助する事業に対し補助を行う。

全ての生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外
の教育費負担を軽減するため、高校生等がいる低所得世帯
及び家計急変世帯に対して奨学のための給付を行う。

高等学校及び専修学校の学生が、その授業料に充てるため
に高等学校等就学支援金を支給することにより、高等学校
等における教育に係る経済的負担の軽減を図る。

教育資金等の経済的負担の軽減を図るため、四国労金と実
施している勤労者向け協調融資制度において、出産や子育
てを行う勤労者に対して低利融資を行う。

県下ファミサポの全体の質の向上と病児・病後児預かりの
推進を図るため、連絡会議を開催するとともに、会員向け
講習会を実施する。

「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、すべての児童
が放課後等を安全・安心に過ごし，多様な体験・活動を行
うため、放課後児童支援員等の質の向上や放課後児童クラ
ブの受け皿の確保を推進する。

核家族化や地域のつながりの希薄化などによる子育て家庭
の負担感を解消するため、地域の子育て支援活動の核とな
る人材の育成や、子育て支援の実践者を匠として登録し、
子育てサークル等へ派遣により、相談・助言や講演等を行
う。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行え
るよう、市町村保健師等に対する専門職員研修・講演会の
実施を行う。

Ｒ２年度施策の概要

妊娠から出産・子育てまでの切れ目なく支援を図るため、
｢子育て世代包括支援センター｣の開設及び運営に要する経
費を市町村が補助する事業に対し補助を行う。

教育の機会均等を図るため、勉学に意欲を持ちながら、経
済的理由により修学が困難な高等学校等の在学者に奨学金
を貸与する。

放課後等の安全・安心な子供の活動拠点（居場所）を設
け、地域住民の参画を得た学習やスポーツ、文化活動等の
取組を推進する。

令和2年3月に「徳島県幼児教育振興アクションプランⅢ」
を策定し，「地域総ぐるみの子育て支援の推進」を基本方
針の一つに掲げ，その啓発・普及に取り組んでいる。
地域の実態や保護者のニーズを把握しつつ，子どもの育ち
を大切にする教育を推進することを目指し，子育て支援活
動や預かり保育・延長保育を充実させるため，県・設置
者・各施設それぞれが，幼児教育振興に向けた施策を推進
する。
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柔軟な働き方「テレ
ワークするん
じょ！」事業（再
掲）

労働雇用戦略
課

22,000

徳島県介護実習・普
及センター運営事業

長寿いきがい
課

9,770

家庭教育推進・強化
事業（うち 「父親
力」ルネサンス推進
講座）

総合教育セン
ター

200

病院内保育所運営費
補助事業

医療政策課 69,534

（４）ゆとりある子育て環境の創出による女性活躍の支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

フレアキャンパス講
座
(親子参加型イベン
ト）

男女参画・人
権課

(2,542)

ときわプラザ（こど
も室）の管理運営

男女参画・人
権課

5,621

親子向け「はぐくみ
コンサート」の実施

県民文化課 2,850

運動・スポーツ習慣
化促進事業

スポーツ振興
課 10,000

とくしま在宅育児応
援クーポン事業

次世代育成・
青少年課

50,000

父親の家庭教育・地域教育への参画を推進するため、講座
を開講し、男女共同参画、ワークライフバランス意識を持
ち、地域教育の充実や企画に取り組もうとする父親を支援
する。

県内のテレワークの普及を促進するため、企業に対する導
入支援及び出前講座等を行うとともに、テレワーカーのス
キルアップ研修等を実施する。

家庭での基礎的な介護技術，自立支援のための介護を体系
的に学ぶことのできる「介護に関する基礎的な研修」を実
施

病院に従事する職員のために保育施設を運営する事業につ
いて助成し、医療従事者の離職防止及び再就業を促進す
る。

講座、相談等で、ときわプラザを利用する方のお子様をお
預かりする。（指定管理者）

在宅で育児をしている家庭の負担感を軽減するため、子育
て支援サービスが利用できるクーポンを交付する市町村の
取組みを支援する。

Ｒ２年度施策の概要

子育て中の親と子どもが一緒になって、音楽を気軽に楽し
むことができる機会の充実を図るため、県内各地で「はぐ
くみコンサート」を開催する。

季節ごとに，子ども向け映画を上映する「おでかけシネマ
劇場」や「ダルクローズ・リトミック」など親子で参加で
きる様々なイベントを実施し，子育てが楽しいと感じられ
るゆとりある子育て環境の創出に寄与する。

これまでスポーツに取り組んでなかった働き盛り世代や子
育て世代層を含むすべての県民のスポーツ参画促進に向け
た多様な施策を展開する。
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主要課題３　多様な働き方の創出による女性の活躍推進【推進計画】

（１）テレワークの普及拡大など、多様で新しい働き方の創出

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

柔軟な働き方「テレ
ワークするんじょ！」
事業（再掲）

労働雇用戦略
課

22,000

サテライトオフィス誘
致促進費

Society5.0推
進課

15,000

新しい生活様式発信！
とくしまサテライトオ
フィス誘致加速化事業

Society5.0推
進課

20,000

「とくしまコワーキン
グコミュニティプラッ
トフォーム」の運営
(地域イノベーション
集積拠点創出事業のう
ち)

Society5.0推
進課

地域イノベーション集積拠
点創出事業(11,000千円)の
うち、   　1,000

戦略的企業誘致強化事
業

企業支援課 23,900

地域の子育て力アップ
事業（再掲）

次世代育成・
青少年課

117

（２）働き方改革の推進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

823

とくしま経営塾「平成
長久館」講座
女性リーダー養成講座
（とくしま産業振興機
構）

企業支援課 15,000

ＡＩ・ロボット地域産
業イノベーション推進
事業

新未来産業課 6,000

コワーキングスペースを核としたビジネス創出や人材育成
を図るために設立された「とくしまコワーキングコミュニ
ティプラットフォーム」において、研修会を兼ねた全体会
合を実施する。

Ｒ２年度施策の概要

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及び
現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知識の
向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及びセミ
ナーを開催する。

とくしま経営塾「平成長久館」講座のメニューの一つとし
て、
「女性リーダー養成講座（とくしま産業振興機構）」を開
催

音声から感情認識を行うAI技術と、画像から精神状態を分
析する技術を併用したロボット技術等の開発に取り組み、
育児・介護現場等の負担軽減につなげる。

Ｒ２年度施策の概要

核家族化や地域のつながりの希薄化などによる子育て家庭
の負担感を解消するため、地域の子育て支援活動の核とな
る人材の育成や、子育て支援の実践者を匠として登録し、
子育てサークル等へ派遣により、相談・助言や講演等を行
う。

県内のテレワークの普及を促進するため、企業に対する導
入支援及び出前講座等を行うとともに、テレワーカーのス
キルアップ研修等を実施する。

企業誘致推進の取組において、子育て世代の女性が働きや
すい職場であるコールセンターなど情報通信関連産業の集
積を図る。

サテライトオフィスの誘致に当たって、コンシェルジュに
よるきめ細かな支援を実施し、企業の進出や定着、拠点化
を促すことで、地域のさらなる好循環につなげていく。

大都市における密の回避や、地方回帰を検討し始めた企業
に対し，サテライトオフィス進出企業等からの企画提案に
よる新コンテンツを用いた情報発信や、入居物件等の整備
等に関する支援を行う。
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主要課題４　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

（１）政策・方針決定過程への女性の参画の促進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

県審議会等への女性委
員の登用促進

男女参画・人
権課

―

市町村男女共同参画行
政主管課長会議

男女参画・人
権課

170

とくしまフューチャー
アカデミー

男女参画・人
権課

4,408

青少年団体指導者研修
事業（徳島県婦人団体
連合会関係）

生涯学習課 (216)

女性県職員の管理職へ
の登用

人事課 ―

次世代育成支援のため
の職場環境整備事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

4,742

農業協同組合における
女性役員の登用促進

農林水産政策
課

―

女性農業者の農業委員
への登用

農林水産政策
課

―

徳島県機構集積支援事
業

経営推進課 372

県の審議会等における女性委員の選任割合について、全国
トップクラスの水準を堅持することを目標に、女性の参画
拡大を図る。

「徳島県女性職員活躍推進特定事業主行動計画」に基づ
き、女性職員の一層の職域の拡大、能力の開発を図るとと
もに、「能力実証」を前提としつつ、意欲と能力のある女
性職員の積極的な管理職への登用に努める。

　令和２及び３年に行われる県内全市町村農業委員の改選
に向け、より一層女性農業委員の登用が進むよう、各種説
明会や研修にて情報提供を行う。

　多様な視点から農協改革を促進するため、農協の経営に
おける女性の参画及び女性役員の登用が促進されるよう指
導等を行う。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる拡
大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実践の
場を創設し、女性活躍に向けた研修を開催するとともに、
育成した人材が活躍できる機会を提供する。

Ｒ２年度施策の概要

地域の課題解決のための活動発表大会（徳島県婦人問題調
査研究発表大会）や研修会を開催し、女性教育の振興と人
材の育成を行う。

　女性の農業委員への登用促進及び女性農業委員の組織化
を図るため、農業委員会ネットワーク機構である（一社）
徳島県農業会議を通じて活動を支援する。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行う。

県内の圧倒的多数を占める中小企業における一般事業主行
動計画等の届け出を促進することにより、働きやすい職場
環境の整備を図る。
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（２）男女共同参画を推進するグローカル人材の養成

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

とくしまフューチャー
アカデミー

男女参画・人
権課

4,408

青少年団体各種派遣事
業（国際女性教育振興
会関係）

生涯学習課 (488)

徳島グローバルスタン
ダード人材育成事業

グローバル・
文化教育課

4,200

帰国・外国人児童生徒
“いきいき”事業

グローバル・
文化教育課

5,088

Tokushima英語村プロ
ジェクト　エンジョ
イ！コミュニケーショ
ン事業

グローバル・
文化教育課

8,830

消費生活センター「戦
略拠点機能」強化事業

消費者政策課 1,600

とくしまパートナー
シップ推進事業

未来創生政策
課

43,961

あわスポーツ・医科学
強化プロジェクト（再
掲）

スポーツ振興
課

775

「ＴＯＫＵＳＨＩＭＡ
消費者教育」ステップ
アップ事業

学校教育課 2,000

「自立した消費者」として主体的に消費者市民社会の形成
に積極的に参画する消費者を育成するため、幼稚園から高
校まで消費者教育を推進する学校を「研究実践校」として
指定、その成果を事例報告集にまとめ広く発信する。

小・中・高の発達段階に応じた外国人との交流や英語での
体験活動の機会を創造し，他者と協働しながら未来を拓く
ことのできるグローカル人財を育成する。

成年年齢を引下げを見据え，若者に対する実践的な消費者
教育を推進するなどライフステージに応じた取組を実施す
るとともに，消費者自身がトラブル解決の担い手となれる
よう養成を図る。

友好協定を締結しているドイツ・ニーダーザクセン州や経
済交流が活発化するアジア諸地域との間で，学校間交流促
進による教育環境の国際化を図り，世界基準（グローバル
スタンダード）での教育展開を行う。

ＮＰＯ，ボランティア，地域づくりなどの県民の自主的・
自立的な社会貢献活動を促進するため，「とくしま県民活
動プラザ」を拠点として，活動・交流の場の提供など各種
支援事業を実施する。

ドイツ・ニーダーザクセン州のスポーツ連盟や県内外の女
性スポーツリーダーを、講師やパネリストとして招聘し、
それぞれの立場で、一人一人の女性スポーツリーダーの活
性化のためにできることについて考え、行動していくため
の「日独女性スポーツリーダーサミット２０２０」を実施
する。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる拡
大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実践の
場を創設し、女性活躍に向けた研修を開催するとともに、
育成した人材が活躍できる機会を提供する。

ＮＰＯ等との協働により，帰国・外国人児童生徒に対する
日本語支援を行うとともに，日本語講師の指導力向上研修
や関係機関との連絡協議会を開催し，国際理解教育の活性
化及び一層の充実を図る。

Ｒ２年度施策の概要

一般社団法人国際女性教育振興会が行う「男女共同参画ア
ドバイザー海外視察研修」への参加を支援し、国際的視野
を持つ女性リーダーの育成を図る。

9



基本方針Ⅱ　安全・安心に暮らせる環境づくり

主要課題５　女性に対するあらゆる暴力の根絶

（１）女性に対する暴力根絶のための基盤づくり

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

こども女性相談セン
ター（配偶者暴力相談
支援センター）の運営

男女参画・人
権課

11,877

配偶者からの暴力に関
する相談機関等連絡会
議の開催

男女参画・人
権課

(11,877)

「ストップＤＶ！」強
化推進事業

男女参画・人
権課

(11,877)

若年層からの「ストッ
プ！ＤＶ」推進事業

男女参画・人
権課

1,428

性暴力被害者支援セン
ター運営事業

男女参画・人
権課

7,174

県営住宅への優先入居 住宅課 ―

安全で安心なまちづく
り推進事業

消費者政策課 136

女性警察官の採用・登
用の拡大
各種相談受理活動の推
進

警務課 ―

（２）配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

こども女性相談セン
ター（配偶者暴力相談
支援センター）の運営
（再掲）

男女参画・人
権課

11,877

配偶者からの暴力に関
する相談機関等連絡会
議の開催（再掲）

男女参画・人
権課

(11,877)

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

母子世帯等の福祉の向上のため、県営住宅の入居公募にあ
たって母子世帯等（母子、父子、多子世帯等）については
別枠（公募枠の約２割）を確保し、住宅に困窮する母子世
帯等への優先的な入居配置を図っている。
さらに令和2年4月1日から、母子世帯等については、県営住
宅への入居にあたって、連帯保証人を不要としている。

徳島県警察女性警察官採用・登用拡大推進計画（令和4年4
月1日までに警察官に占める女性警察官の割合10%を目指
す）を達成すべく、女性警察官の採用・登用拡大を図る。
女性や子どもが被害者となる事案や相談に対する取組を推
進するため、子ども・女性を守る通報ダイヤル等を設置
し、同ダイヤルを広報している。

要保護女子等（ＤＶ被害者を含む。）の早期発見に努め、
必要な相談、調査、判定、指導・援助及び一時保護を行
う。

配偶者からの暴力に係る相談を受けている機関等がお互い
に連携し、相談体制の充実を図るとともに、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護に資するため、連絡会議を開
催する。

安全で安心なまちづくりを総合的に推進し，県民が安全で
安心して暮らすことができる社会の実現を図るための取り
組みを展開する。

平成21年3月の「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳
島県基本計画」改定を機に設けた「『ストップ！ＤＶ』強
化推進月間」において、県民の配偶者からの暴力に対する
理解を深めるため、様々なＤＶ防止啓発事業を実施する。

重大な人権侵害であるＤＶ根絶のため、「ＤＶの被害者も
加害者も発生させない」という視点から、デートＤＶ防止
セミナーの拡充等、若年層からのＤＶ予防教育・啓発を実
施する。

性暴力被害者からの相談を受け付け、関係機関と連携して
支援を行う性暴力被害者支援センター「よりそいの樹とく
しま（中央・南部・西部）」の運営を行う。

要保護女子等（ＤＶ被害者を含む。）の早期発見に努め、
必要な相談、調査、判定、指導・援助及び一時保護を行
う。

配偶者からの暴力に係る相談を受けている機関等がお互い
に連携し、相談体制の充実を図るとともに、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護に資するため、連絡会議を開
催する。
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ＤＶ被害者自立支援事
業

男女参画・人
権課

8,483

婦人保護施設の運営
男女参画・人
権課

8,123

携帯用緊急通報装置貸
与事業

男女参画・人
権課

(8,483)

児童虐待防止等対策
次世代育成・
青少年課

(9,777)

県営住宅への優先入居
（再掲）

住宅課 ―

（３）性犯罪、性暴力対策の対策の推進･強化及び被害者支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

性暴力被害者支援セン
ター運営事業（再掲）

男女参画・人
権課

7,174

こども女性相談セン
ター（配偶者暴力相談
支援センター）の運営
（再掲）

男女参画・人
権課

11,877

婦人保護施設の運営
（再掲）

男女参画・人
権課

8,123

「困難を抱える青少年
をサポート!」ネット
ワーク推進事業（うち
「ユースサポーター活
動促進事業」）

次世代育成・
青少年課

1,200

JKビジネス被害の未然
防止

人権教育課 ―

性犯罪・性暴力対策
捜査第一課
OK

―

先制・予防的活動の推
進

少年女性安全
対策課

―

こども女性相談センターにおける児童虐待対応の一環とし
て、面前ＤＶ等による心理的虐待を受けた子どもについ
て、児童福祉司や児童心理司が子どもをとりまく状況調査
や社会診断、心理検査、面接等を行い、子どもの状態を正
しく把握した上で、カウンセリング等心のケアを行う。

Ｒ２年度施策の概要

各地域における子ども・若者の支援者として「ユースサ
ポーター」を養成し、関係機関と連携しながら、問題を抱
える青少年の支援活動を行う。また、インターネットを介
した子ども・若者のいじめや犯罪被害の状況を踏まえ、
フィルタリングの利用促進を図る活動を行う。

文部科学省からの文書「いわゆるアダルトビデオの演出強
要問題『JKビジネス』問題等に関する周知について」を県
内公立高等学校に送付し周知を図る。

性犯罪捜査、性暴力対策に関する捜査体制の強化及び性犯
罪の徹底検挙。

要保護女子（ＤＶ被害者を含む。）を入所させて、職業指
導、生活指導等を行い社会復帰を図る。

ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実を図るため、ス
テップハウス運営事業の実施や、民間団体が行う専門的・
先駆的なＤＶ被害者支援事業への助成等により、民間団体
と協働して支援活動の充実強化に取り組む。また、相談窓
口の広報を行うとともに、ＤＶ被害者を支援する相談員の
スキルアップ研修などを実施し、支援体制の強化を図る。

母子世帯等の福祉の向上のため、県営住宅の入居公募にあ
たって母子世帯等（母子、父子、多子世帯等）については
別枠（公募枠の約２割）を確保し、住宅に困窮する母子世
帯等への優先的な入居配置を図っている。
さらに令和2年4月1日から、母子世帯等については、県営住
宅への入居にあたって、連帯保証人を不要としている。

性犯罪等の前兆となり得る声かけ、つきまとい等の行為者
の特定に関する情報収集及び分析の推進。
上記行為者を特定し、検挙に至らない場合でも指導・警告
を的確に実施。

要保護女子（ＤＶ被害者を含む。）を入所させて、職業指
導、生活指導等を行い社会復帰を図る。

ＤＶ被害者の申込により、保護命令の申し立て時から保護
命令期間中、被害者の位置情報がわかる通報装置を県が無
償で貸与を行い、安全の確保を図る。

性暴力被害者からの相談を受け付け、関係機関と連携して
支援を行う性暴力被害者支援センター「よりそいの樹とく
しま（中央・南部・西部）」の運営を行う。

要保護女子等（ＤＶ被害者を含む。）の早期発見に努め、
必要な相談、調査、判定、指導・援助及び一時保護を行
う。
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性犯罪被害者への公費
負担制度

情報発信課
男女参画・人
権課

県警分(550)
男女参画・人権課

分(7,174)

心理的負担等に配慮し
た相談制度の構築と関
係機関との連携・継続
的支援の実施

情報発信課 ―

地域安全活動推進事業
（子ども110番の家及
び車）

生活安全企画
課

―

相談・継続的支援の実
施

少年女性安全
対策課

―

児童の性的搾取等への
対策

少年女性安全
対策課

―

（４）ストーカー行為等への対策の推進・強化

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

ストーカー規制法の積
極的な活用

少年女性安全
対策課

―

官学連携による調査研
究の実施

少年女性安全
対策課

569

被害者保護対策の推進
少年女性安全
対策課

2,825

地域安全活動推進事業
（子ども110番の家及
び車）（再掲）

生活安全企画
課

―

（５）加害者の再犯防止に関する取組

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

再犯防止対策の実施
少年女性安全
対策課

―

ストーカー加害者に対
する精神医学的アプ
ローチの活用

少年女性安全
対策課

407

Ｒ２年度施策の概要

ストーカー規制法に基づく文書警告の積極的な活用

児童、生徒や女性が犯罪の被害に遭うことなく、安心して
登下校等ができるよう、通学路周辺の民家、商店並びに車
両を選定し、児童が助けを求めてきた場合の保護や110番通
報を依頼すると共に、ステッカー等で「子ども110番の家及
び車」であることを明示し、地域ぐるみで子どもや女性の
安全を守る運動に取り組む。

犯罪被害者の支援を目的とした医療費等の公費負担の実
施。
性犯罪以外は原則初診料は公費負担であるが、性犯罪被害
者に対しては、より厚い公費負担（再診料、緊急避妊処置
料、人工妊娠中絶処置料（妊娠検査料を含む。）等）を実
施。
カウンセリング費用（１年間１０万円を限度）等の公費負
担制度の実施。

ストーカー加害者の同意を得ての精神医学的・心理学的な
治療やカウンセリングを勧め、ストーカー行為の拡大・再
犯防止の実施。

性的搾取等の被害者になった子どもの精神的負担を可能な
限り軽減するため、カウンセリングの専門家である公認心
理師・臨床心理士の資格を持つ職員が、独立した相談室に
おける対応や、ヤングテレホン等による相談対応を行う。
関係機関と連携体制を構築し、継続的な支援を実施する。

児童、生徒や女性が犯罪の被害に遭うことなく、安心して
登下校等ができるよう、通学路周辺の民家、商店並びに車
両を選定し、児童が助けを求めてきた場合の保護や110番通
報を依頼すると共に、ステッカー等で「子ども110番の家及
び車」であることを明示し、地域ぐるみで子どもや女性の
安全を守る運動に取り組む。

専門的知識を有する職員による少年相談、ヤングテレホン
等への対応や被害者に対する継続的支援の実施。

ストーカー加害者及び被害者の性格類型の調査分析を実施
した。

危険性や切迫性が高い被害者等の安全を確保するためホテ
ル等の宿泊施設への一時避難に伴う公費負担を行う措置の
実施。

子どもを対象とした性犯罪受刑者における出所後の居所を
把握
し、再犯防止に向けた措置の強化を図っている。

Ｒ２年度施策の概要

SNS犯罪利用ツール等に着目した被害の予防・拡大防止対策
の実施。
学校、携帯電話事業社等と連携し・協力した携帯電話の
フィルタリング等の普及に向けた広報啓発活動の推進。
学校等と協力してインターネット安全利用教室の実施。
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主要課題６　生涯にわたる健康づくりへの支援

（１）男女共同参画と医療・健康・スポーツ、ライフステージに応じた女性の健康保持

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

医療とくしま情報化推
進事業

医療政策課 232

健康長寿・人生100年
時代への挑戦「打糖!!
糖尿病」応援推進事業

健康づくり課 10,000

糖尿病対策総合戦略事
業

健康づくり課 7,575

とくしま「がん検診・
受診率アップ」総合戦
略事業

健康づくり課 1,880

ＡＹＡ世代妊孕性サポ
－ト事業

健康づくり課 3,000

受動喫煙・ＣＯＰＤ対
策強化事業

健康づくり課 2,900

生涯を通じた女性の健
康支援事業
（健康教育）
（女性健康支援セン
ター）

健康づくり課 403

エイズ性感染症対策事
業

健康づくり課 2,988

薬物乱用防止教育の充
実

体育学校安全
課

249

スポーツ・イン・ライ
フ創造事業

スポーツ振興
課

15,837

乳がん・子宮がんによる死亡者を減少させるため、早期発
見・早期治療につながるがん検診を、県内市町村で広域的
に実施し、受診しやすい体制を整備するとともに、がん検
診の受診促進を図る。

ＡＹＡ世代のがん患者が、子どもを産み育てる希望をもっ
て治療に取り組める体制づくりを推進するため、妊孕性温
存治療に対する助成等を行う。

ＣＯＰＤに関する正しい知識の普及・啓発により、早期発
見・早期治療に繋げ、ＣＯＰＤ死亡率の改善を図るととも
に、「健康増進法の一部を改正する法律」に基づき、望ま
ない受動喫煙が生じないよう効果的な対策を推進する。

思春期から更年期に至る女性がその健康状態に応じ的確に
自己管理を行うことができるよう、保健所等において、健
康教室や講演会を開催するとともに、相談体制を構築し、
生涯を通じた女性の健康の保持増進を図る。

正しいエイズ性感染症の予防知識の普及啓発、相談・検査
体制の充実等により、エイズのまん延防止を図る。
ＨＩＶ感染者、エイズ感染者、性感染症感染者の拡大防止
を図る。

Ｒ２年度施策の概要

性別に配慮した医療の提供状況など、医療機関の機能を、
ホームページ「医療とくしま」において情報提供する。

人生100年時代に向け、県民挙げて参加可能な糖尿病をはじ
めとする生活習慣病対策を推進する仕掛けづくりを行い、
健康寿命の延伸を図る。

糖尿病をはじめとする生活習慣病は重要な課題であること
から、生活習慣の改善やハイリスク者対策などの生活習慣
病対策を総合的かつ効果的・効率的に推進し、より一層の
改善を図り、「健康とくしま」を実現する。

多様な形で県民にスポーツの機会を提供し、だれもが日常
的にそれぞれのライフ　スタイルに応じたスポーツに取り
組むことのできる「スポーツ・イン・ライフ」を創出す
る。

薬物乱用防止教室を行う指導者の指導力向上を図るため、
学校薬剤師・警察職員・教職員等を対象に研修会を開催
し、薬物乱用防止教育を推進する。
また、児童生徒を対象にした「喫煙・飲酒・薬物乱用防止
教室」を学校で開催する。
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あわスポーツ・医科学
強化プロジェクト

スポーツ振興
課

4.300

「徳島県自殺者ゼロ作
戦」推進事業

保健福祉政策
課

13,953

いきいきシニア活動促
進事業

長寿いきがい
課

4,899

もっと！とくしまエシ
カル農産物消費拡大・
食育推進事業

もうかるブラ
ンド推進課

570

薬物事犯対策事業
組織犯罪対策
課

―

（２）妊娠・出産等に関する健康支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

周産期医療体制確立事
業

健康づくり課 6,702

地域周産期母子医療セ
ンター運営事業

健康づくり課 58,606

子どもはぐくみ医療助
成費

健康づくり課 1,315,012

生涯を通じた女性の健
康支援事業
（不妊専門相談セン
ター）

健康づくり課 2,262

こうのとり応援事業
（不妊治療費助成事
業）

健康づくり課 219,296

Ｒ２年度施策の概要

平成18年に制定された自殺対策基本法に基づき、自殺を広
く「社会の問題」と認識し、自殺者及び自殺死亡率（人口
10万人当たり自殺者数）の減少を目指し、県民総ぐるみで
「若年層対策」等の自殺予防の取組を推進する。

地域において出産前の母体、胎児及び新生児の一貫した管
理を行う比較的高度な医療を提供する施設（総合・地域周
産期母子医療センター）に対する運営費の補助を行い、
もって本県周産期医療体制の充実を図る。

子どもの疾病の早期発見と早期治療を促進するため、市町
村が行う子どもの医療費助成事業に対して、補助金を交付
する。（平成29年度から、対象を中学校修了まで拡大（入
通院とも））

介護予防の普及啓発を推進する「介護予防リーダー」を養
成するほか、「介護予防リーダー」が核となり、要介護の
前段階である「フレイル」の普及啓発を実施する。

　野菜摂取量アップ及びとくしまエシカル農産物の積極的
な活用、県産野菜の消費拡大を図るため、野菜料理コン
クールを実施し、県産野菜を利用して簡単に調理できる野
菜料理レシピを募集し、広く発信する。

地域において妊娠、出産から新生児期に至る高度専門的な
医療を効果的に提供する総合的な周産期医療体制を整備
し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくり
の推進を図る。

薬物乱用者・密売人の検挙及び関係機関・団体と連携した
薬物乱用防止のための広報啓発活動を推進する。

徳島大学病院において、不妊・不育に悩む夫婦等に対し、
各人の健康状態に応じた的確な不妊・不育の治療方法等に
ついて、医師及び助産師による相談指導を実施する。

 女性アスリートの競技力の向上、競技生活の延伸、活躍機
会の拡大を図るための取組を推進する。

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用
されず、高額の医療費がかかる不妊治療に要する費用の一
部を助成する。
また、出生率の高い凍結融解胚移植を促進するため、胚を
凍結保存する場合、さらに、男性不妊治療の手術後に精子
等の凍結保存をした場合には、上乗せで費用の一部を助成
する。
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若者世代のライフプラ
ン推進事業

健康づくり課 796

ネウボラ推進応援事業 健康づくり課 2,496

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

823

子育て応援推進費（う
ち「とくしま子育て大
賞」）（再掲）

次世代育成・
青少年課

545

多様な子育て支援推進
交付金事業（うち「利
用者支援事業」）（再
掲）

次世代育成・
青少年課

34,226

県内で、夫婦を中心に周囲に頼りながら楽しみを感じつつ
育児を行う「チーム育児」や、子育て支援に取り組む「企
業・団体」、子育て支援活動に熱心な「シニア団体」を
「とくしま子育て大賞」として表彰し、その活動を広く紹
介することにより、社会全体で子育てを応援する機運の醸
成と環境づくりを推進する。

妊娠から出産・子育てまでの切れ目なく支援を図るため、｢
子育て世代包括支援センター｣の開設及び運営に要する経費
を市町村が補助する事業に対し補助を行う。

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行え
るよう、市町村保健師等に対する専門職員研修・講演会の
実施を行う。

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及び
現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知識の
向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及びセミ
ナーを開催する。

大学生、中高生等の若い世代が、結婚を見据えたライフプ
ランを設計できるよう、安全安心な妊娠・出産を含めた妊
娠適齢期等の正しい知識の普及啓発を推進する。
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（１）ひとり親家庭等への支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

ひとり親家庭等自立支
援給付事業

次世代育成・
青少年課

19,113

母子・父子自立支援員
の設置

次世代育成・
青少年課

3,351

子どもの居場所づくり
り推進事業（うち「子
どもの未来応援コー
ディネーター養成研修
事業」）

次世代育成・
青少年課

2,200

ひとり親家庭等かがや
く未来応援事業

次世代育成・
青少年課

28,200

県営住宅への優先入居
(再掲）

住宅課 ―

生活困窮者自立支援事
業

国保・自立支
援課

[相談支援]
72,082＋2,480=74,562
[就労準備支援]
10,137＋3,410=13,547
[住居確保]
193＋10,260=10,453

子どもの「家庭と学
び」のサポート事業

国保・自立支
援課

7,000

地域と学校の連携・協
働強化事業（うち地域
未来塾関係）

生涯学習課 7,968

労働者サポート事業
（再掲）

労働雇用戦略
課

823

労働問題全般について相談に応じるとともに、法改正及び
現在の社会情勢に対応した労働関連の取組に関する知識の
向上を図るため、周知・啓発のための広報の実施及びセミ
ナーを開催する。

各県福祉に関する事務所に母子・父子自立支援員を配置
し、ひとり親家庭や寡婦の様々な相談に応じ、自立に必要
な指導及び情報提供を行い、母子家庭等の福祉の増進に努
める。

地域のネットワーク構築・強化を推進することで子どもた
ちに確実に支援を届けるため、地域ネットワークの構成員
や調整役となる人材不足を補うとともに、ネットワークの
構成員等の更なるスキルアップを図ることを目的に、「子
どもの未来応援コーディネーター養成研修」を実施する。

主要課題７ 生活上の困難を抱える女性等への支援

Ｒ２年度施策の概要

母子世帯等の福祉の向上のため、県営住宅の入居公募にあ
たって母子世帯等（母子、父子、多子世帯等）については
別枠（公募枠の約２割）を確保し、住宅に困窮する母子世
帯等への優先的な入居配置を図っている。
さらに令和2年4月1日から、母子世帯等については、県営住
宅への入居にあたって、連帯保証人を不要としている。

生活困窮者からの相談に対し、個々人の状況に応じた支援
計画を作成し、住居の確保、就労、家計の改善等の生活困
窮課題を解決する。

家庭での学習が困難な中学生等を対象とした学習支援「地
域未来塾」の設置を推進する。

生活困窮家庭等の子どもを対象に、子どもたちの居場所と
なる学習教室を開催し、子どもの学習意欲の向上や学習習
慣の定着を図るとともに、子どもが抱える悩みや不安に対
するきめ細やかな相談支援を行い、子どもの健全育成及び
生活習慣の改善を図る。

母子家庭の母又は父子家庭の父の自立に必要な雇用の安定
と就職の促進を図るため、母子家庭の母又は父子家庭の父
の能力開発に必要な経費の一部を支給したり、資格取得期
間中の生活費の一部を支給する。

ひとり親家庭等を対象に、就労に役立つ講習会の実施や情
報提供、個々の状況に合った就労支援を実施する「就業サ
ポート」、各種相談に応じるとともに、ひとり親家庭等の
子どもを対象に児童訪問援助員（ホームフレンド）を派遣
する「子どものサポート」を総合的に実施することによ
り、ひとり親家庭等の福祉向上や自立支援を図る。
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（２）若年者の妊娠等困難を抱える女性等への支援

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

市町村の家庭相談支援
体制の強化

次世代育成・
青少年課

1,598

ネウボラ推進応援事業
（再掲）

健康づくり課 2,496

生涯を通じた女性の健
康支援事業
（健康教育）
（女性健康支援セン
ター）

健康づくり課 403

学校における「性に関
する指導」

体育学校安全
課

21

妊娠した生徒への対応 人権教育課 －

思春期から更年期に至る女性がその健康状態に応じ的確に
自己管理を行うことができるよう、保健所等において、健
康教室や講演会を開催するとともに、相談体制を構築し、
生涯を通じた女性の健康の保持増進を図る。

こども女性相談支援センターにおいて、管内町村の家庭児
童相談業務の実施に関し、必要な支援を行う。
また、同センターに市町村支援専門員を配置し、市町村の
家庭訪問同行や面接指導等、援助技術の支援を実施する。
さらに、市町村における相談支援体制の充実のため、子ど
も家庭総合支援拠点に向けた研修会を開催するとともに、
県内各市町村を訪問して、相談支援体制や状況、課題を聞
き取り、協議する。

Ｒ２年度施策の概要

妊娠から出産・子育て期にわたる切れ目のない支援が行え
るよう、市町村保健師等に対する専門職員研修・講演会の
実施を行う。

学校における「性に関する指導」にあたっては、学習指導
要領にのっとり、児童生徒が人間尊重の精神に基づいて、
健全な異性観も持ち、望ましい行動がとれるよう教育活動
全体を通じて、計画的に進める。
また、学校教育における「性に関する指導」の指導者の養
成と指導力の向上について研修を実施する。

公立高等学校、特別支援学校において妊娠した生徒に対
し、母体の保護を優先しつつ、学業継続に向けた支援に関
する文部科学省からの通知の周知を図る。
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（１）高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる環境整備

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

地域介護総合確保施設
整備事業

長寿いきがい
課

385,640

地域介護総合確保推進
事業

長寿いきがい
課

65,000

高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業

ダイバーシ
ティ推進課

（129 442）

高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業（再
掲）

ダイバーシ
ティ推進課

（129,442）

認知症総合支援事業
長寿いきがい
課

16,520

高齢者安心安全普及事
業

長寿いきがい
課

200

地域包括ケアシステム
支援事業

長寿いきがい
課

6,791

「ゆかりの徳島」回帰
推進事業

ダイバーシ
ティ推進課

(800,000)

アクティブ・シニア生
涯活躍加速化事業

長寿いきがい
課

30,500

いきいきシニア活動促
進事業（再掲）

長寿いきがい
課

4,899

主要課題８ 高齢者・障がい者・外国人等が安心して暮らせる環境の整備

Ｒ２年度施策の概要

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できる
ようにするため、生きがいづくり及び活動の場づくりを支
援するとともに、地域福祉を推進するリーダーを養成す
る。

市町村における「地域包括ケアシステム」の深化・推進を
支援するために、市町村と関係団体が参加する県地域包括
ケア推進会議を開催して先進事例等に関する情報共有を図
るとともに、関係職員の資質向上を図るための各種研修や
市町村のニーズに応じたアドバイザーの派遣を実施する。

「徳島にゆかりのある高齢者」をはじめとした移住者はも
とより地域の高齢者が多世代と交流しながら健康でアク
ティブな生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けるこ
とができる社会（「生涯活躍のまち」）を推進する。

高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図るた
め、現役職員と元気高齢者が業務をシェアする「徳島県版
『介護助手』制度」の普及・定着を図る。

介護予防の普及啓発を推進する「介護予防リーダー」を養
成するほか、「介護予防リーダー」が核となり、要介護の
前段階である「フレイル」の普及啓発を実施する。

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせる地
域包括ケアシステムの構築に向けた体制を充実・強化する
ため、「徳島県地域医療介護総合確保基金」を活用し、地
域の実情に応じた「地域密着型サービス」の拠点整備に関
する事業を支援する。

介護人材の確保の取組を促進するため、「徳島県地域医療
介護総合確保基金」を活用し、地域の実情に応じた介護従
事者の確保対策として民間事業者等が実施する事業を支援
する。

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できる
よう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉のリー
ダーを養成するため、「シルバー大学校」を、また、専門
的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動を推進する
人材を養成するため「シルバー大学校大学院」を開講し、
学習機会の充実を図る。
※令和２年度はコロナウイルスの影響により大学校・大学
院ともに「中止」が決定している。
認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし
続けることができる地域づくりを目指し、認知症について
の正しい知識を持ち、地域での認知症の人を見守る「認知
症サポーター」の養成を推進するとともに、サポーターが
各地域で活躍できる仕組みづくりに取り組む。
また、９月２１日の「世界アルツハイマーデー」から１ヶ
月間を「徳島県認知症対策普及・啓発推進月間」と位置づ
け、市町村や関係機関と一体となった普及啓発活動を展開
する。

市町村や地域包括支援センターの職員を対象に、虐待事例
に対する対応力のスキルアップを図るための研修会を開催
する。
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とくしま保育対策総合
支援補助金事業（うち
「保育助手」）

次世代育成・
青少年課

27,155

新３Ｋ・建設産業「働
き方改革」推進事業

建設管理課 360

児童発達支援事業 障がい福祉課
      1,149,400
児童保護措置費（うち障害
児通所支援給付費）

放課後等デイサービス
事業

障がい福祉課 同上

ショートステイ事業 障がい福祉課 41,700

ホームヘルプサービス
事業

障がい福祉課 503,115

自立支援医療費（更生
医療）の給付

障がい福祉課 312,115

心身障がい者（児）歯
科診療事業

障がい福祉課 5,798

重度身体障がい者住宅
改造助成事業

障がい福祉課 875

障がい者社会参加サポ
－ト事業

障がい福祉課 64,553

特別障がい者手当等給
付事業

障がい福祉課 63,080

心身障がい児(者)扶養
共済制度

障がい福祉課 127,080

身体障がい者（児）補
装具費

障がい福祉課 53,177

軽度、中等度難聴児・
子育て支援事業

障がい福祉課 873

心身障がい者（児）を扶養する者が、保護者の相互扶助の
精神に基づいて、その生存中毎月一定の掛金を拠出し、万
一のことがあった場合、後に残された心身障がい者（児）
に終身一定の年金を支給し、心身障がい者（児）の生活の
安定と福祉の増進を図る。

学校に就学している障がい児に対して、授業の終了後や休
業日に生活能力の向上のために必要な訓練を行うととも
に、社会との交流を促進する。

居宅においてその介護を行う者の疾病等の理由により、施
設等への短期間の入所を必要とする障がい者等に対し、入
浴・食事等の介護、その他必要な支援を行う。

在宅の身体障がい者、知的障がい者及び障がい児の家庭等
へホームヘルパーを派遣し、身体介護、家事援助等をする
ことにより、安定した日常生活が営めるよう支援を行う。

身体障がい者に対して、必要と認められる医療の給付を行
い、その障がいを除去又は軽減して、職業能力の増進ある
いは日常生活を容易にすること等により、身体障がい者の
更生を図る。

一般の歯科診療所では対応が困難な心身障がい者（児）の
歯科診療を実施する。

障がい者のコミュニケーション手段等を確保するため、手
話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員、点訳
奉仕員、音訳奉仕員など専門的知識・技能を有する各種人
材を養成する。

在宅の障がい児（者）に対し、より重度の障害によって生
ずる特別な負担の一助として手当を支給することにより、
福祉の増進を図る。

建設業に従事するアクティブシニアが安全安心に働くため
に、建設現場の安全確保及び建設業における労働災害防止
啓発を目的としたセミナーを開催する。

保育士の業務負担の軽減や保育の質の向上を図るため、意
欲ある高齢者の人材育成を行うとともに市町村が保育現場
への就労を支援する事業に対し補助を行う。

未就学の障がい児に対して、日常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行
う。

身体障がい者（児）の失われた部位、欠陥のある部分を
補って、必要な身体機能を獲得し、あるいは補うために用
いられる用具の交付（修理）を行い、身体障がい者の職業
その他日常生活の能率の向上を図る。

身体障害者手帳の交付対象とならない、軽度、中等度難聴
児に対し補聴器購入費用の一部を助成することにより、言
語の習得や教育等における発達を支援し、保護者と児童に
とっての健全な育成環境を確保する。

重度身体障がい者が、自己の身辺処理等日常生活動作を他
人の介助に依存する状況から脱却し、身辺自立の促進と家
族の負担を軽減するため、住宅改造に要する経費を助成す
る。
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障がい者交流プラザの
管理運営

障がい福祉課 182,025

発達障がい支援機能強
化事業

発達障がい者
相談支援セン
ター

17,419

障がい者雇用継続より
そい支援事業（再掲）

労働雇用戦略
課

7,990

働くなら徳島で！外国
人就労支援事業

労働雇用戦略
課

2,500

発達障がい者等パート
ナー養成講座

総合教育セン
ター

254

生徒の働きたい想いに
応える就労支援の充実

特別支援教育課 5,820

外国人にやさしい徳島
づくり推進事業

ダイバーシ
ティ推進課

17,397

地域で学ぶ！日本語教
育推進事業

ダイバーシ
ティ推進課

12,800

とくしま国際戦略セン
ター推進費

ダイバーシ
ティ推進課

20,000

地域とつなぐ！在住外
国人支援事業

ダイバーシ
ティ推進課

5,000

徳島グローバルスタン
ダード人材育成事業
（再掲）

グローバル・
文化教育課

4,200

出入国管理法の改正等により、外国人材の受入れ拡大が進
む中、県内大学等の関係機関と連携し、外国人に「選ばれ
る徳島」を目指すため、県内企業の受入体制の整備及び外
国人の就労のための支援を行う。

①災害時の外国人支援に関する会議・研修会および在住外
国人向け防災啓発活動の実施
②大規模災害時外国人対応想定訓練の実施
③地域イベント・学校への在県外国人等の派遣による国際
理解の促進
④専門ボランティアの養成
⑤国際理解支援講師の養成
⑥地域の外国人を支援する「外国人支援ボランティア」の
募集・登録、行政機関・支援団体等による相互の情報交換
や取組協議および研修会の開催等
⑦国際理解を推進し人材を育成するための「国際理解支援
フォーラム」の開催

①日本語教室の開催
②子育てサロン（日本語教室の受講者を対象とした託児
サービス）およびサマースクールの開設
③日本語指導ボランティアの養成

①「とくしま国際戦略センター」を設置し、外国語対応相
談員（英語・中国語・ベトナム語）や４者間電話通話シス
テム等による外国人生活相談を実施
②外国人のための生活情報、防災情報等の情報提供

障がいの有無にかかわらず、地域の誰もが相互に人格と個
性を尊重し支え合う共生社会の実現に向けて、発達障がい
者等の本人や保護者等が、地域で安心して生活できるよ
う、支えとなる「発達障がい者等パートナー」を養成する
ことを目的とした研修講座を開催する。

特別支援学校の幼稚部から高等部にわたって幼児児童生徒
の将来を見据えたキャリア教育を推進し，生徒の働きたい
想いに応える就労支援の充実を図る。

「障がい者の活動と交流の拠点」である「障がい者交流プ
ラザ」の管理運営を行い、障がいのある人もない人もス
ポーツや芸術・文化活動等を通じて、社会参加と交流を促
進する。

障がい者の雇用促進や職場定着を進めるため、企業相談
コーディネーターが、企業が抱える課題に対し、解決のた
めのきめ細かな支援を実施する。

地域における相談支援の核となる人材を育成し、早期発
見・早期支援の体制を充実させるとともに、発達障がい者
（児）及びその家族が、地域においてライフステージに応
じた支援が受けられるよう、体制を整備する。

①地域外国人コーディネーターによる地域住民との外国人
ネットワークの形成
②外国人受入支援講習会等の開催

友好協定を締結しているドイツ・ニーダーザクセン州や経
済交流が活発化するアジア諸地域との間で，学校間交流促
進による教育環境の国際化を図り，世界基準（グローバル
スタンダード）での教育展開を行う。
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帰国・外国人児童生徒
“いきいき”事業（再
掲）

グローバル・
文化教育課

5,088

Tokushima英語村プロ
ジェクト　エンジョ
イ！コミュニケーショ
ン事業（再掲）

グローバル・
文化教育課

8,830

外国人材による地域お
こし活動

とくしま回帰
推進課

「とくしま回帰人材」活用
促進事業（90,975千円）
の一部

講師団講師運営等事業
男女参画・人
権課

―

（２）多様な人権尊重

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

とくしま共に生きる
フェスタ開催事業

男女参画・人
権課

2,600

人権侵害ネットモニタ
リング強化事業

男女参画・人
権課

470

多様性を認め合う人権
教育支援事業

人権教育課 1,713

スマートフォン・携帯
電話安全教室

人権教育課 ―

インターネット安全利
用教室の開催

少年女性安全
対策課

―

県立夜間中学開校準備
事業

学校教育課
教育創生課

206,500

基本的人権の尊重と園擁護について正しい理解を深める機
会を広く県民に提供するため、性的マイノリティ（ＬＧＢ
Ｔ）をテーマとし，多様な人権に関する各種啓発事業を一
体的・総合的に展開する。

インターネット上の差別書き込みの抑止・削減や人権意識
の高揚を図るため、大学生等の中心にとくしま人権ネット
モニターを募集し、連携してモニタリングを実施する。

人権教育啓発の推進を図るため、人権問題講師団を組織
し、県内の企業団体等に講師を派遣する。

携帯電話会社、法務局人権擁護委員と連携し、専門家を公
立学校に派遣し携帯電話等の安全な利用法、ルールやマ
ナー等、情報モラルや情報リテラシーについて講演を行
う。

Ｒ２年度施策の概要

学び直しを希望する者や外国籍の者などに対する義務教育
の段階における普通教育に相当する機会の確保を図るた
め、県立夜間中学開校に向けた準備を行う。

日本国内での生活経験を有し、地域協力活動に関心がある
外国人を地域おこし協力隊として任用し、多文化共生社会
の実現と県内での活躍・定住を目指す。

性的マイノリティである児童生徒やその保護者等に対する
理解と支援に即応するため、学校の要請に応じて専門ス
タッフ等を派遣し、教職員等への相談や講演活動を行う。
また、性的マイノリティなどの個別人権課題を理解し、多
様性を認め合う教育のためのシンポジウムを開催する。

インターネットの安全利用等の指導・教養を実施してい
る。

ＮＰＯ等との協働により，帰国・外国人児童生徒に対する
日本語支援を行うとともに，日本語講師の指導力向上研修
や関係機関との連絡協議会を開催し，国際理解教育の活性
化及び一層の充実を図る。

小・中・高の発達段階に応じた外国人との交流や英語での
体験活動の機会を創造し，他者と協働しながら未来を拓く
ことのできるグローカル人財を育成する。
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主要課題１０　男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実

（１）人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

人権啓発講演会等
男女参画・人
権課

―

教職員研修 教職員課 ―

教職員研修 教職員課 ―

高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業（再
掲）

ダイバーシ
ティ推進課

（129,442）

生涯学習情報システム
の運営

総合教育セン
ター

179

（２）子どもにとっての男女共同参画の推進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

「徳島県幼児教育振興
アクションプランⅢ」
推進事業（再掲）

学校教育課 (4,451)

学校における「性に関
する指導」(再掲)

体育学校安全
課

21

未来へつなぐ「キャリ
ア教育」推進プロジェ
クト

学校教育課 10,640

「あいぽーと徳島（人権教育啓発推進センター）」を拠
点として、様々な人権課題について県民が気軽に学習や
相談等ができる場を提供するとともに、県内各地域に積
極的に出向いて、人権講演会や県民講座、啓発パネル展
等を開催することにより、県民の人権啓発意識の向上を
図る。

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造でき
るよう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉の
リーダーを養成するため、「シルバー大学校」を、ま
た、専門的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動
を推進する人材を養成するため「シルバー大学校大学
院」を開講し、学習機会の充実を図る。
※令和２年度はコロナウイルスの影響により大学校・大
学院ともに「中止」が決定している。

学校における「性に関する指導」にあたっては、学習指
導要領にのっとり、児童生徒が人間尊重の精神に基づい
て、健全な異性観も持ち、望ましい行動がとれるよう教
育活動全体を通じて、計画的に進める。
また、学校教育における「性に関する指導」の指導者の
養成と指導力の向上について研修を実施する。

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

教職員に対し，男女共同参画に関する理解を深め，指導
力の向上を図るための研修及び学習の機会をより充実さ
せる。

令和2年3月に「徳島県幼児教育振興アクションプラン
Ⅲ」を策定し，「幼稚園・保育所・認定こども園等にお
ける幼児教育の充実」を基本方針の一つに掲げ，その啓
発・普及に取り組んでいる。
質の高い幼児教育を提供できるように、幼稚園教育要領
等の内容や幼児期にふさわしい環境についての理解促
進，安全教育の充実・安全管理の推進など、県・設置
者・各施設それぞれが，幼児教育振興に向けた施策を推
進する。

収集した生涯学習情報（講座・イベント情報、人材・指導者情
報、団体・サークル情報、施設情報、視聴覚情報、図書情報）
を「徳島県立総合大学校（まなびーあ徳島）」をはじめ，イン
ターネットで公開し、県民に対して学習情報の提供と学習機会
の選択支援を行う。

教職員が社会の実態を把握し，児童生徒の発達段階に応
じ，性の多様性に関する個別対応、全体指導に取り組め
るよう研修を深め，指導力の向上を図る。

次代を生きぬく資質・能力を育成するとともに，児童・
生徒の社会的・職業的自立に向けた能力の向上や勤労
観・職業観の育成を図るため，小・中・高校生が地域の
課題解決に取り組む起業家育成事業を実施するほか，
小・中・高校におけるキャリア教育出前講座やキャリ
ア・パスポートの推進に向けた事業等を実施する。
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サイエンス・スペシャ
リスト育成プログラム

学校教育課 560

徳島グローバルスタン
ダード人材育成事業
（再掲）

グローバル・
文化教育課

4,200

帰国・外国人児童生徒
“いきいき”事業（再
掲）

グローバル・
文化教育課

5,088

Tokushima英語村プロ
ジェクト　エンジョ
イ！コミュニケーショ
ン事業（再掲）

グローバル・
文化教育課

8,830

阿波っ子“愛♡藍”
ネットワーク事業（ス
クールカウンセラー、
スクールソーシャル
ワーカー、スクールロ
イヤーの活用）

人権教育課 126,972

児童生徒の心のサポー
ト体制づくり推進事業

総合教育セン
ター

1,220

家庭の日普及啓発事業
次世代育成・
青少年課

―

とくしま家庭教育支援
推進事業

生涯学習課 1,022

家庭教育推進・強化事
業（うち孫育て楽しみ
隊講座）

総合教育セン
ター

230

ファミリー体験学習推
進プロジェクト

総合教育セン
ター

―

家庭や地域において子育て世代を支援できる人材の養成
を目的として、祖父母世代を対象とした講座を実施し、
地域ぐるみで取り組む家庭教育支援の実現を図る。

家族で参加できる様々な体験活動を提供し、その活動を
通して家族の絆を強めるとともに、家庭教育力の向上を
図る。また、講座に参加した家族同士を繋げ、学校や地
域を越えた連携を構築する。

不登校でひきこもり傾向のある児童生徒に対して，臨床
心理学を学ぶ大学院生をライフサポーターとして家庭等
へ派遣する。また不登校生徒のこころの居場所となる
「ほっとスペースあせび」を開催し，学校復帰や社会的
自立につながるよう支援する。

青少年育成徳島県民会議において、親子がふれあう「家
庭の日」（毎月第１日曜日）の普及啓発を図るととも
に、親子が共に参加し、家族や地域の人々と触れあった
り、理解を深める「場」や「機会」をつくる事業を実施
する。

ＮＰＯ等との協働により，帰国・外国人児童生徒に対す
る日本語支援を行うとともに，日本語講師の指導力向上
研修や関係機関との連絡協議会を開催し，国際理解教育
の活性化及び一層の充実を図る。

小・中・高の発達段階に応じた外国人との交流や英語で
の体験活動の機会を創造し，他者と協働しながら未来を
拓くことのできるグローカル人財を育成する。

不登校、いじめや暴力行為等の問題行動への対応、未然
防止を図るため、公立小・中学校及び県立学校等にス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ス
クールロイヤーを配置・派遣し、教育相談体制の充実・
強化を図る。

各学校や園などに、ファシリテーター（とくしま親なび
げーたー）を派遣し、保護者や中高生等次世代を担う若
者に対してワークショップを実施し、家庭教育に関する
学び合いを支援する。また、家庭教育支援に関する研修
会を開催する。

科学で世界に挑む人材を育成するため、科学五輪レベル
の高度な実験・実習等を行う「ハイレベルサイエンス講
習会」、科学に関する筆記・実技競技を行う「科学の甲
子園県大会」等を実施する。

友好協定を締結しているドイツ・ニーダーザクセン州や
経済交流が活発化するアジア諸地域との間で，学校間交
流促進による教育環境の国際化を図り，世界基準（グ
ローバルスタンダード）での教育展開を行う。
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主要課題１０　男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実

（１）人権尊重と男女平等を推進する教育・学習の充実

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

人権啓発講演会等
男女参画・人
権課

―

教職員研修 教職員課 ―

教職員研修 教職員課 ―

高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業（再
掲）

ダイバーシ
ティ推進課

（129,442）

生涯学習情報システム
の運営

総合教育セン
ター

179

（２）子どもにとっての男女共同参画の推進

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

「徳島県幼児教育振興
アクションプランⅢ」
推進事業（再掲）

学校教育課 (4,451)

学校における「性に関
する指導」(再掲)

体育学校安全
課

21

未来へつなぐ「キャリ
ア教育」推進プロジェ
クト

学校教育課 10,640

「あいぽーと徳島（人権教育啓発推進センター）」を拠
点として、様々な人権課題について県民が気軽に学習や
相談等ができる場を提供するとともに、県内各地域に積
極的に出向いて、人権講演会や県民講座、啓発パネル展
等を開催することにより、県民の人権啓発意識の向上を
図る。

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造でき
るよう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉の
リーダーを養成するため、「シルバー大学校」を、ま
た、専門的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動
を推進する人材を養成するため「シルバー大学校大学
院」を開講し、学習機会の充実を図る。
※令和２年度はコロナウイルスの影響により大学校・大
学院ともに「中止」が決定している。

学校における「性に関する指導」にあたっては、学習指
導要領にのっとり、児童生徒が人間尊重の精神に基づい
て、健全な異性観も持ち、望ましい行動がとれるよう教
育活動全体を通じて、計画的に進める。
また、学校教育における「性に関する指導」の指導者の
養成と指導力の向上について研修を実施する。

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

教職員に対し，男女共同参画に関する理解を深め，指導
力の向上を図るための研修及び学習の機会をより充実さ
せる。

令和2年3月に「徳島県幼児教育振興アクションプラン
Ⅲ」を策定し，「幼稚園・保育所・認定こども園等にお
ける幼児教育の充実」を基本方針の一つに掲げ，その啓
発・普及に取り組んでいる。
質の高い幼児教育を提供できるように、幼稚園教育要領
等の内容や幼児期にふさわしい環境についての理解促
進，安全教育の充実・安全管理の推進など、県・設置
者・各施設それぞれが，幼児教育振興に向けた施策を推
進する。

収集した生涯学習情報（講座・イベント情報、人材・指導者情
報、団体・サークル情報、施設情報、視聴覚情報、図書情報）
を「徳島県立総合大学校（まなびーあ徳島）」をはじめ，イン
ターネットで公開し、県民に対して学習情報の提供と学習機会
の選択支援を行う。

教職員が社会の実態を把握し，児童生徒の発達段階に応
じ，性の多様性に関する個別対応、全体指導に取り組め
るよう研修を深め，指導力の向上を図る。

次代を生きぬく資質・能力を育成するとともに，児童・
生徒の社会的・職業的自立に向けた能力の向上や勤労
観・職業観の育成を図るため，小・中・高校生が地域の
課題解決に取り組む起業家育成事業を実施するほか，
小・中・高校におけるキャリア教育出前講座やキャリ
ア・パスポートの推進に向けた事業等を実施する。
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サイエンス・スペシャ
リスト育成プログラム

学校教育課 560

徳島グローバルスタン
ダード人材育成事業
（再掲）

グローバル・
文化教育課

4,200

帰国・外国人児童生徒
“いきいき”事業（再
掲）

グローバル・
文化教育課

5,088

Tokushima英語村プロ
ジェクト　エンジョ
イ！コミュニケーショ
ン事業（再掲）

グローバル・
文化教育課

8,830

阿波っ子“愛♡藍”
ネットワーク事業（ス
クールカウンセラー、
スクールソーシャル
ワーカー、スクールロ
イヤーの活用）

人権教育課 126,972

児童生徒の心のサポー
ト体制づくり推進事業

総合教育セン
ター

1,220

家庭の日普及啓発事業
次世代育成・
青少年課

―

とくしま家庭教育支援
推進事業

生涯学習課 1,022

家庭教育推進・強化事
業（うち孫育て楽しみ
隊講座）

総合教育セン
ター

230

ファミリー体験学習推
進プロジェクト

総合教育セン
ター

―

家庭や地域において子育て世代を支援できる人材の養成
を目的として、祖父母世代を対象とした講座を実施し、
地域ぐるみで取り組む家庭教育支援の実現を図る。

家族で参加できる様々な体験活動を提供し、その活動を
通して家族の絆を強めるとともに、家庭教育力の向上を
図る。また、講座に参加した家族同士を繋げ、学校や地
域を越えた連携を構築する。

不登校でひきこもり傾向のある児童生徒に対して，臨床
心理学を学ぶ大学院生をライフサポーターとして家庭等
へ派遣する。また不登校生徒のこころの居場所となる
「ほっとスペースあせび」を開催し，学校復帰や社会的
自立につながるよう支援する。

青少年育成徳島県民会議において、親子がふれあう「家
庭の日」（毎月第１日曜日）の普及啓発を図るととも
に、親子が共に参加し、家族や地域の人々と触れあった
り、理解を深める「場」や「機会」をつくる事業を実施
する。

ＮＰＯ等との協働により，帰国・外国人児童生徒に対す
る日本語支援を行うとともに，日本語講師の指導力向上
研修や関係機関との連絡協議会を開催し，国際理解教育
の活性化及び一層の充実を図る。

小・中・高の発達段階に応じた外国人との交流や英語で
の体験活動の機会を創造し，他者と協働しながら未来を
拓くことのできるグローカル人財を育成する。

不登校、いじめや暴力行為等の問題行動への対応、未然
防止を図るため、公立小・中学校及び県立学校等にス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ス
クールロイヤーを配置・派遣し、教育相談体制の充実・
強化を図る。

各学校や園などに、ファシリテーター（とくしま親なび
げーたー）を派遣し、保護者や中高生等次世代を担う若
者に対してワークショップを実施し、家庭教育に関する
学び合いを支援する。また、家庭教育支援に関する研修
会を開催する。

科学で世界に挑む人材を育成するため、科学五輪レベル
の高度な実験・実習等を行う「ハイレベルサイエンス講
習会」、科学に関する筆記・実技競技を行う「科学の甲
子園県大会」等を実施する。

友好協定を締結しているドイツ・ニーダーザクセン州や
経済交流が活発化するアジア諸地域との間で，学校間交
流促進による教育環境の国際化を図り，世界基準（グ
ローバルスタンダード）での教育展開を行う。
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主要課題１１　地域社会における男女共同参画の推進

（１）環境保全への寄与

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

ＳＤＧｓでつながる消
費生活レガシープロ
ジェクト

消費者政策
課

13,000

新次元の消費者教育推
進事業

学校教育課 8,000

「エコみらいとくし
ま」で実施する実践
活動

環境首都課 （45,685）

（２）地方創生の推進と男女共同参画

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

とくしまフューチャー
アカデミー

男女参画・
人権課

4,408

広がれ！「とくしま暮らし」
推進プロジェクト
             51,756

徳島わくわく移住支援事業
             26,500

リスタート！新しいとくしま
暮らし支援事業
            30,000

（３）地域における男女共同参画推進の基盤づくり

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

フレアキャンパス講座
（地域活動リーダー養
成講座）

男女参画・
人権課

(2,542）

Ｒ２年度施策の概要

エシカル消費に取り組む事業者・団体の先駆的な事例を紹
介することにより，ＳＤＧｓを見据えたエシカル消費への
理解を深め，個人や団体がエシカル消費に取り組むきっか
けとなる機会を提供する。

・公立高校に「エシカル消費」を研究・実践する組織「エ
シカルクラブ」を設置し、各校の特色を生かした「エシカ
ル消費」の取組を推進する。

　県民主体の環境活動啓発拠点である「エコみらいとくしま(環
境首都とくしま創造センター)」の取組みを核として、県民一人ひ
とりが高い環境意識をもって行動できるよう、広域的かつ先導
的な実践活動を推進する。

Ｒ２年度施策の概要

　本県の「新たな人の流れの創出」を加速するため、「移
住情報の発信」から「相談」、「フォローアップ」、「移
住実現」に至るまで、移住希望者の各ステージに応じた切
れ目ない施策に取り組んでいる。

政策・方針決定過程への女性・若者の参画機会の更なる拡
大を図るため、人材発掘及び人材育成機能を備えた実践の
場を創設し、女性活躍に向けた研修を開催するとともに、
育成した人材が活躍できる機会を提供する。

Ｒ２年度施策の概要

地域の魅力の情報発信

「持続可能で魅力的な
地域づくり」「移住交
流の増加に寄与する新
たな取組」の支援

移住交流の促進

「若者の地元定着」
「徳島ゆかりの高齢者
の里帰り」など、多様
な世代で「とくしま回
帰」の人の流れを加速
させる取組の推進

家族や地域の絆を大切にしつつ、男女参画による活力ある
地域社会を創造するため、男女共同参画を推進する地域活
動リーダーを養成する講座を実施する。

とくしま回
帰推進課
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男女共同参画推進団
体、個人等への表彰制
度（再掲）

男女参画・
人権課

1,674

市町村男女共同参画行
政主管課長会議（再
掲）

男女参画・
人権課

170

家庭の日普及啓発事業
（再掲）

次世代育
成・青少年
課

―

高齢者の生きがいと健
康づくり推進事業（再
掲）

ダイバーシ
ティ推進課

(129,442）

いきいきシニア活動促
進事業（再掲）

長寿いきが
い課

4,899

高齢者自身が生きがいを持って豊かな高齢期を創造できる
よう能力の再開発を援助するとともに、地域福祉のリー
ダーを養成するため、「シルバー大学校」を、また、専門
的で高いレベルの学習を提供し、社会貢献活動を推進する
人材を養成するため「シルバー大学校大学院」を開講し、
学習機会の充実を図る。
※令和２年度はコロナウイルスの影響により大学校・大学
院ともに「中止」が決定している。

介護予防の普及啓発を推進する「介護予防リーダー」を養
成するほか、「介護予防リーダー」が核となり、要介護の
前段階である「フレイル」の普及啓発を実施する。

男女共同参画社会づくりに対する県民の一層の理解と関心
を高め、男女共同参画社会の形成を促進するため、「男女
共同参画立県とくしまの実現」に向けて功績のあった個
人、団体等を表彰し、その功績を讃える。

青少年育成徳島県民会議において、親子がふれあう「家庭
の日」（毎月第１日曜日）の普及啓発を図るとともに、親
子が共に参加し、家族や地域の人々と触れあったり、理解
を深める「場」や「機会」をつくる事業を実施する。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行う。
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主要課題１２　男女共同参画の視点に立った防災・減災活動の推進

（１）男女共同参画の視点に立った防災対策・減災対策

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

男女共同参画の視点
に立った防災対策・
減災対策

とくしまゼ
ロ作戦課

―

「とくしま消防女
子」活躍推進事業

消防保安課 ―

地域を守る「消防
団」活性化推進事業

消防保安課 5,000

「頑張る女性消防団
員」応援事業

消防保安課 ―

男女共同参画の視点
に立った防災知識の
普及と地域防災リー
ダーの養成

防災人材育
成センター

6,639

防災関係講座
(フレアキャンパス講
座)

男女参画・
人権課

(2,542)

（２）男女共同参画の視点に立った避難所運営等の確立

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

災害福祉支援ネット
ワーク体制整備事業

保健福祉政
策課

1,500

男女共同参画の視点
に立った避難所運営
リーダーの養成

防災人材育
成センター

2,350

Ｒ２年度施策の概要

Ｒ２年度施策の概要

研修会や他県の女性消防団員との交流等を通じて、実践的な
技術の習得や女性消防団員の意識の醸成、活動の活性化を
図る。

―

自主防災組織のリーダー等を対象に、男女共同参画をは
じめ、多様な住民の視点を取り入れた避難所運営訓練を
実施する。

避難所運営について、有識者、自治体と福祉関係者を交
えて意見交換を行う場を設け、男女共同参画の視点をふ
まえた避難所運営について協議し、避難所の福祉支援の
体制を強化する。

あらゆる被災者の多
様性に配慮した「我
慢させない支援」を
実現する体制の構築
に向け、国際基準で
あるスフィア・スタ
ンダードの理念を取
り入れた研修等の実
施

　女性の意見を最大限尊重し、防災対策に積極的に反映
していくことが大変重要であり、「県防災会議」に女性
委員を積極的に任命している。

「消防の仕事の魅力」や「消防分野での女性の活躍」を
伝え、消防への理解、消防を志す女性の増加につなげる
とともに、研修会の開催等を通じて、女性消防吏員の活
躍を推進する。

啓発イベントや行事等でのＰＲ、女性や若者等を対象と
した１日体験入団等を実施し、消防団への理解促進や人
材の確保につなげる。

男女共同参画をはじめ、多様な住民の視点に立った、
様々な防災講座の開催による防災知識の普及や地域の防
災リーダーとなる地域防災推進員（防災士）の養成に取
り組む。

とくしまゼ
ロ作戦課

被災者それぞれが有する問題点や能力を正確に把握し、
人権を尊重した適切かつ公平な支援を実施できるよう、
防災・福祉保健行政担当者、医療関係者、教員、防災
士、自主防災会関係者等を対象に研修等を実施する。
※新型コロナウイルスのため今年度未定（6月補正で減額
補正）

男女共同参画の視点で取り組む防災対策・対応について
学び，今から何をすべきなのか，どうすればできるのか
を具体的に考える講座を開催する。
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　総合的な推進体制の整備

（１）県の推進体制の充実

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

男女共同参画推進本部
及び幹事会

男女参画・人
権課

―

関係団体等との連携
（再掲）

男女参画・人
権課

(2,542)

市町村男女共同参画行
政主管課長会議（再
掲）

男女参画・人
権課

170

働き輝く！とくしまづ
くり応援事業（再掲）

労働雇用戦略
課

766

施策・事業 課名 施策の進捗状況

男女共同参画交流セン
ター推進事業（再掲）

男女参画・人
権課

1,326

フレアキャンパス講座
（再掲）

男女参画・人
権課

(2,542)

（３）県民、事業者、市町村、ＮＰＯ等との連携

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

関係団体等との連携
男女参画・人
権課

(2,542)

市町村男女共同参画行
政主管課長会議（再
掲）

男女参画・人
権課

(170)

働き輝く！とくしまづ
くり応援事業（再掲）

労働雇用戦略
課

766

（４）施策に関する申出の処理の円滑化

施策・事業 課名
R2予算額（千円）

（当初＋4・6月補正）

施策に関する申出の処
理

男女参画・人
権課

―

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランスの
実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会議」
及び「テレワーク活用ネットワーク会議」により、課題解
決に向けた支援を実施する。

男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進
に影響を及ぼすと認められる施策について、県民又は事業
者から申出があったときは、適切な処理に努める。

Ｒ２年度施策の概要

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行う。

Ｒ２年度施策の概要

男女共同参画社会の実現に向けた、
①総合相談
②情報収集・提供
③各種講座
などの様々な推進事業を実施する。

ときわプラザ(男女共同参画交流センター）において、Ｎ
ＰＯ等民間団体と協働し、男女共同参画に資するテーマに
よる各種講座を実施するとともに、地域活動リーダーの養
成を目的とした市町村への出前講座を実施する。

各種啓発事業や研修等の実施にあたり、県民、事業者、
NPO等との連携を図る。

（２）ときわプラザ（男女共同参画交流センター）を核とした男女共同参画の推進

Ｒ２年度施策の概要

庁内推進体制の拡充強化及び庁内関係部局の連携の強化を
図る。

各種啓発事業や研修等の実施にあたり、県民、事業者、
NPO等との連携を図る。

市町村が行う男女共同参画への取組みが一層充実するよ
う、情報提供等を行う。

Ｒ元年度施策の概要

働きやすい職場環境の整備とワーク・ライフ・バランスの
実現を促進するため、「働く女性応援ネットワーク会議」
及び「テレワーク活用ネットワーク会議」により、課題解
決に向けた支援を実施する。
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